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中高一貫教育校 は、中等教育の多様化 ・複線化 を促進す ることな どをね らいに、平成10年の学校
教育法等の改正 を受け、平成11年度 か ら実施 され てい る制度 である。平成19年4,月現在257校が設置
され、今後 も順次設置 が予定 され てい る。既 に卒業生を送 り出 した学校 もあ り、中高一貫教育の成
果 と課題 を整理 し、今後 の在 り方 を展望す る時期 になってい ると考 える。
中高一貫教育の制度 には、中等教育学校 、併設型、連携型の三つのタイプが設 け られてお り、 中
高 間の学校組織、教 育課程の編成 、入学者決定 の仕組 み等 においてそれぞれ特色 を持っている。 中
でも教育課程 の編成 については、教育課程 の基準の特例 が設 け られ てお り、一般 の中学校 、高等学
校 とは異なるカ リキュラムの編成 と実施が可能 となっている。
本稿 は、中高一貫教育校 における教育課程 の基準の特例 に焦点をあて、その活用状況に関わる現
状 と課題 を整理す ることをね らい とす る。 この特例の活用状況については、文部科学省 よ り委嘱 を



























の規定を超 えて実施 できる としていることである。例 えば中学校 、高等学校 の特例 を用いるこ とに
よって、中学校 で 「環境科」を設置 し、これ を受 けて高等学校(普 通科)で 学校設定科 目として 「環
境科」を設置 し、一貫性 を持たせ た教育 を行 うこ とができる。
第2の 特例 は、中学校 と高等学校 間の指導 内容の取扱 いに関す る特例であ り、三つに分 けるこ と
ができる。第1は 中学校 と高等学校 の教科、科 目の うち相互 に関連す るものの一部 を入れ替 えて指
導で きるとす る特例 である。第2は 、 中学校 の指導の内容 の一部を高等学校 の指導の内容 の一部に
移行 して指導 できるとす る特例 である。第3は 、高等学校 の指導の内容の一部 を中学校 の指導の内
容 に移行 して指導でき、この場合 、移行 した指導の内容 を高等学校 で再度指導 しない ことが可能 と
す る特例 である。
ここであげた第2の 特例は、第1の 特例 が学習指導要領 によ らない教育内容 を設 けることを可能
に している ことに対 して、各教科 ・科 目の指導 内容の一部 を入れ替 えた り相互 に移行 した りす るこ
とを許容 した点 にその特色があ る。
なお、第1の 特例 は、平成10年に設 け られ 、中等教育学校及び併設型 においてのみ利用可能であ
ったが、平成16年度 か らは連携型 において も利用でき ることとされ た。また、二つ 目の指導 内容の
























中高一貫教育研究会(代表 国立教育政策研究所長(当時)矢 野 重典)
(2)学校調査の概 要
以下で取 り上げ るのは、上記3の(1)の ウの うち、① の学校調査 の部分である。



























ア 有効 回答数 公立15(15)私 立9(9)*()内 回答数































①指導 内容の入れ替 え:前 期課程⇔後期課程
社会(現 代 の国際社会)⇔ 現代社会(現 代の社会生活 と青年 、現代の経済社会 と経済活動
の在 り方等)
数学(2次 関数)⇔ 数学1(場 合の数 、2次 方程 式)
②指導 内容の一部 を移行:後 期課程 ⇒前期課程
国語総合(古 典文法 と歴史的仮名遣 い と用語 の活用)⇒ 国語
数学1(方 程式 と不等式 、2次 関数)⇒ 数学
化学1(物 質 の構成、物質 の構成粒子、粒 子の相対質量 と物質量)⇒ 理科
物理1(運 動 とエネル ギー の一部)⇒ 理科
工 特例 の活用に よる成果 と課題(自 由記述 の一部)
①成果
・基礎学力の向上 に成果
・後期課程への移行が円滑に行 えた、学習内容 の重複 を回避 できた。
・効率的な教科指導が行 えた。
②課題
・指導 内容の入れ替 えの研究 が十分でない。
・前期課程へ移行す る量 と時期の検討 、移行 した内容の取 り入れ方
・授業 のス ピー ドが上が り学力差が生 じる一因 となった側 面
オ 結果 についての考察
活用 してい る学校 と活用 していない学校 が見 られ る状況 となってい る。活用 している とす る
回答 の内訳 を見 ると、特例 のいずれの種類 について も活用 され てい ることが分か る。指導内容
の入れ替 え、移行 の特例については、後期課程か ら前期課程 への移行の特例 の活用が多い こ と
が分かる。
活用 の効果につ いての回答 については、学力面での指摘、後期課程への円滑な移行 、学習効




ア 有効 回答数 公立37(42)私 立46(50)*()内 回答数













・発展的な内容 の活用が有効 に行われ てい る
・成績上位 生徒 の学力伸長 、成績が不十分な生徒 の補充に効果
・学校独 自の選択教科開設 によ り、特色 ある教育課程の編成
②課題
・教員数の確保 、時間割 の編成、持 ち時間数の増加
・中高 間の重複 内容 と積 み上 げ内容 の整理




公 立学校では、特例 を活用 した学校 が多いが、私 立学校では活用 していない学校数 が多い。
活用 の内訳を見る と選択教科 による必修教科の代替 と選択教科 の授 業時数 の拡大が ともに見
られた。成果 として、学力 の伸長や特色 ある教育課程 の編成 が、課題 として学力の差や運営上
の課題 、シラバス作成な どがあげ られている。
(3)併設型高等学校 の調査結果 と考察
ア 有効 回答数 公立37(43)私 立48(49)*()内 回答数
イ 入学者全体に 占める併設型 中学校 か らの入学者 の割合(平 成18年度)
公 立38.5%
私立26.7%



















B高 等学校 か ら中学校 へ指導 内容の一部 を移行 してい る例(科 目名(指 導 内容))
国語総合(古 典文法、古文 の言葉遣 い)、古典(古 典文法、漢文 の応用)
現代社会(現 代社会の諸 問題の一部 、政治 ・経済分野)
数学1(方 程式 と不等式 、式の計算 、連立3元1次 方程式 、2次 方程式 の解 の公式)
数学A(平 面図形)
総合理科(い ろい ろなエネル ギー)、化 学1(物 質の構成、構成粒子)
生物1(生 物1の 前半部分)
英語1(基 本文型、進行形、不定詞 、動名詞 、分詞構 文)
力 特例 の活用に よる成果 と課題(自 由記述 の一部)
①成果
・教科 の内容 の理解 を深化 させ ることができる。
・高校で も反復学習 を行 うことで理解度 が深ま る。
・中学校の発展 的な学習 との連結がスムーズになった。
・成績上位層 の学力伸長 に成果がみ られ た。
・指導 内容の重複 を避 け、効率的な学習 が可能になった。
②課題
・中学校段階での学力差が大 きいため、一律に指導 内容 を移行す ることは困難
・中学校での学習時間の確保 が必要




特例 を活用 している学校 は多 くない状況 である。活用 している学校における活用内容 は、指
導内容 の一部の入れ替 えと移行 がほとん どである。成果は、理解度の高ま り、学習面での連続
性 、学力面等の指摘 が見 られ る。課題 としては、学力差、内進生 と外進 生 との間の進度差等が
あげ られ てい る。
(4)連携 型中学校の調査結果 と考察
ア 有効 回答数172(174)*()内 回答数























ア 有効 回答数75(75)*()内 回答数
イ 連携 中学校数174校
ウ 入学者全体に 占める連携型 中学校か らの入学者 の割合(平 成18年度)
52.0%
工 教育課程の基 準の特例の活用状況(平 成17年度)
○活用 した2校
○活用 していない68校
オ 特例 の活用に よる成果 と課題(自 由記述 の一部)
①成果
・興 味 ・関心を持 った学校設定科 目を多 く選抜できるよ うになった。
・高校生の発表 を中学生が聞 くことによ り、高校生 の問題意識 の高 さを理解す ることがで き
る。
②課題
・生徒 の興味 ・関心 に十分答 え られ る学校設定科 目の開設 が困難
・連携 中学以外 の中学校 か らの入学生は特例 を生かす ことができない。
力 調査結果 についての考察















































最後に特例 の活用に関す る課題 を整理 してみ たい。 まず、 中学校選択教科及び学校設 定教科 ・科
目に関す る特例 についてである。 中学校選択教科の特例 は、必修教科 の時数 を減 じて、当該必修教
科 の内容 を代替す る内容 を含 む選択教科 を設 けることができるとす るものである。 この ことを可能
にす るためには、新 たに設 ける選択教科の一貫教育 としての意義を明確 にす ることが必要 である。
このことは、当該選択教科の一貫教育 としての必要性及び6年 間の教育課程 にお ける意義 を整理す
るこ とである。次に、設置す る選択教科の内容 と、一部 を減 じる必修教科の内容 との代替 関係 を精
査 してお くことが求め られ る。 このこ とが整理 されていない と、必修教科の内容 を削減 してまで選
択教科を設 けることの意義が明確 にな らない。 さらに、新 たに設 ける選択教科 とその他 の一般の選
択教科 との関連や設置す る選択教科 の指導体制 について も検討が必要 である。
次 に、高等学校 の学校設定教科 ・科 目に関す る特例 についてである。 この特例 は卒業に必要な単
位数 にかかわる上限を緩和す る特例 であ り、一貫教育を行 うために、普通科で認 め られている20単
位 を超 えて学校設定教科 ・科 目を設 ける必要が どの程度 あるのかが課題 とな る。 また、特例 としし
て中学校 に設置 される選択教科 と関連 した内容 を学校設定教科 ・科 目として開設す るとしても、連
携及び併設す る中学校以外か らの入学生が在籍 してい ることか ら、一貫性 の視点 が中途半端 なもの
になる可能性 がある。
続 いて、指導内容 の一部の入れ替 えや移行 に関す る特例 についてで ある。この特例 を用いるた め
には、中学校 と高等学校 の間で教育課程 の相互関連 について十分 に検討 してお くことが求 め られ る。
このことが可能 になるためには、中高間において教育課程 の運営について密接 な連絡 をとれ る体制
の構築が欠 かせない。
一方、学習指導要領 に定 める中学校 と高等学校の指導 内容は、相互 に関連 づけなが ら一貫 した も
の とな るよ う構成 され てお り、 この趣 旨を超 えて指導内容 の入れ替 えや移行 を行 うにはそれ な りの
理 由 と根拠 が必要である。また、指導内容 の一部の移行 の場合は、授業時数 の設定 に配慮す るこ と
も必要である。いずれ に して もこの特例の活用 については、 中学校 と高等学校 とが一体 となって教
育課程の編成運営を行 える体制 を作 ることが必要であ る。
以上検討 して きた ことか ら、特例 の活用に関す る課題 は次の よ うにま とめ ることができる。
①各学校 においては、まず通常の教育課程 の円滑な実施 が課題 とされ 、その上で特例が検討 され る
状況 にある こと、②併設型、連携型 の場合 、高等学校 か らの追加入学や、 中学生 のすべてが高等学
校 に進 学す る とが限 らない とい う事情があ るため、特例 が活用 しに くい事情がある と推測 され るこ
と、③特例 の活用に当たっては、中学校 と高等学校の間で連携 した指導体制の構築が欠 かせ ない こ
と。
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